
令和７年度 事務事業マネジメントシート 段階： 6344

１　事業概要 12 所属コード

SDGs 広域事業 総合戦略 セーフ 2025 2030 2040 2050 ＤＸ推進

施策

２　事業進捗等（指標等推移）
2027年度 2028年度 中間指標 最終指標

計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 実績 計画 計画 2021年度 2025年度

人
5,279
3,572

5,042
3,528

4,756
3,493

件 21 21 20 20 20 20 20 20 20 20

回 14 12 12 12 12 12 12 12 12 12

世帯 - - - - - - - - - -

人 2,250 2,468 2,500 2,512 2,550 2,547 2,600 2,650 2,700 2,750 2,200 2,600

千円 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

千円 1.2 1.2 1.3 1.3 1.3 1.3 1.3

千円 284 284 289 292 289 285 281

千円 3,841 4,018 4,262 4,018 4,018 4,018 4,018

千円 4,125 4,302 4,551 4,310 4,307 4,303 4,299

千円 31 22 21 23 20 16 12

千円

千円

千円

千円 4,094 4,280 4,530 4,287 4,287 4,287 4,287

千円 4,125 4,302 4,551 4,310 4,307 4,303 4,299

実計区分 評価結果 継続 継続 継続 継続 継続 継続

　

３　一次評価（部局内評価）
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

4 5レス カウンターレス キャッシュレス ペーパーレス ファイルレス ムーブレス
（会議レス）

3

3

4 気候変動対応 ＤＸ
(デジタル市役所)

部局間協奏

4 ○

４　二次評価
（１）事業手法評価 （２）事業継続性評価

3

3

3

4

4

意図（目的）

事業開始時周辺環境（背景） 現状周辺環境 今後周辺環境（予測） 住民意向分析

引き続き、国、県、避難元自治体との協議などに積極的に参加し意見交換を行う。ま
た、自主避難住民に対しては、避難者交流会への職員派遣及び意向調査等により、意見
の収集に努める。

指標名 指標名 単位
2022年度（令和４年度） 2023年度（令和５年度） 2024年度（令和６年度）

原発避難住民については、避難指示の解除に伴い、故郷に帰還する住民が徐々に増える
一方、放射線量に対する不安や生活環境がまだ整っていないとして避難生活が長期化す
る住民も多いことから、今後も継続的な支援が必要である。また、自主避難住民につい
ても、避難先での生活基盤が築かれ、避難先での生活の継続を希望する住民も多いこと
から、引き続き情報提供等を通して、安心して帰還できるよう若しくは避難先での自立
に向けての支援を行う。

2025年度（令和７年度） 2026年度（令和８年度）

まちづくり基本指針次期実施計画

東京電力福島第一原子力発電所事故により避難を余儀なくされた住民が帰
還できる日まで行政サービスの提供等の支援を行うため、原発避難者特例
法が平成23年８月に施行された。

帰還困難区域を除く避難指示区域について避難指示解除が進み、除染や
インフラ整備も加速化される一方、避難先での復興公営住宅の整備も行
われた。また、自主避難者については、福島県が避難者の多い全国26の
地域に「生活再建支援拠点」を設けるなど、全国的な体制を維持しなが
ら支援を継続している。

まちづくり基本指針五次実施計画 次期実施計画まちづくり基本指針八次実施計画まちづくり基本指針七次実施計画まちづくり基本指針六次実施計画

事業費

令和６年度実施事業に係る事務事業評価 長期避難者等支援事業 総務部 総務法務課

基盤的取組：行政経営効率化　等 3.9
11.5

政策体系

中事業番号 031000

○原発避難住民・原発避難者特例法に基づく特例事務・独自の支援
事務
○自主避難住民・情報提供、避難者交流会への職員派遣、相談対
応・母子避難者等に対する高速道路無料措置に係る証明書発行・公
営住宅優先入居に係る証明書発行・全国26ヶ所に設置されている
「生活再建支援拠点」との連携による支援

○原発避難住民　原発避難住民が故郷に帰還できる日までの
間、本市で安心して生活していただく。
○自主避難住民　自主避難住民の帰還・自立支援の促進を図
る。

大綱（取組）

手段

代替事業（無）

対象指標
原発避難住民
自主避難住民

　令和６年度は、原発事故避難住民に対して20件の支援策を実施すると
ともに、本市からの自主避難住民に対し、広報こおりやまやイベント情
報について毎月情報提供を行った。情報提供や電話での相談対応の継続
や、県や避難先自治体・支援団体の支援により、自主避難者数について
は毎年徐々に減少しているところである。
　今後においても、長期避難住民の帰還や自立支援の促進を図るため、
継続して事業を実施する。
　なお、令和７年度にて第２期復興・創生期間が終了することから、今
後も国や県、他自治体の動向を注視しながら、支援の縮小及び廃止に向
けた検討をしていく必要がある。

人件費

歳出計（総事業費）

国・県支出金

ニーズ（小）

単位コスト（総コストから算出）自主避難者１人あたりのコスト

単位コスト（所要一般財源から算出） 自主避難者１人あたりのコスト

二次評価コメント （参考）令和６年度カイゼンのための行動計画

活動指標① 本市独自の支援事務

活動指標② 情報提供の回数

活動指標③ 戸別訪問の件数

成果指標① 本市からの自主避難終了者数

成果指標②

成果指標③

５　成果指標
（目的達成度）

ニーズ（大）

○

市債

ニーズ（小）

５　成果指標
（目的達成度）

継続

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

ニーズ（大）

○

受益者負担金（使用料、負担金等）

その他

一般財源等

歳入計

１　規模・方法の妥当性 代替事業（有）

２　公平性

３　効率性

４　活動指標
（活動達成度）

【事業費】
　原発避難者に対し、原発避難者特例法に基づく特例事務
や本市の独自支援を継続して実施した。
　郵便料金の値上げによる増
　（前年度比５千円増）

【人件費】
　職員単価増による人件費増
　（前年度比244千円増）

一次評価コメント

　国は令和13年まで復興庁の設置期間を延長し、令和3年度からの5年間を第2期復興・創生期間と位置づけ、被災者
支援（心のケア・コミュニティ形成等）や帰還・移住等の促進、生活再建等を進めていくとしている。また、「福
島の復興・創生には中長期的な対応が必要であり、第２期復興・創生期間以降も引き続き国が前面に立って取り組
む。」とともに、「復興施策の進捗状況や効果検証等を踏まえ、それぞれ大きく異なる地方公共団体の状況も考慮
しつつ、第２期復興・創生期間の５年目に当たる令和７年度に、復興事業全体の在り方について見直しを行う。」
としている。
　福島県は令和５年度新たに社会福祉協議会を通じ、原発避難者の状況を把握するため復興公営住宅入居者実態調
査を実施し、令和６年度は社協連携避難者支援センター郡山を開設するなど、新たな動きもあった。また、帰還環
境の整備により、避難指示の解除が進み、県土に占める避難指示等区域の面積は12％から2.2％まで減少した。
　令和７年度にて第２期復興・創生期間が終了となるが、今後も国や県の動向等を注視し、支援を継続する。
　原発避難住民は、対象者が令和７年３月１日の時点で4,756人おり、減少率はほぼ横ばいで推移しており、避難の
長期化が見込まれる。また、自主避難住民については、令和７年3月1日現在で3,496名おり、引き続き情報提供及び
相談窓口を実施し、本市の情報を的確に伝えるとともに、国・県・避難先自治体等と連携することで自主避難住民
の健康で安心な避難生活の確保と帰還・自立支援の促進を図る。

継続

総事業費（事業費・人件費）分析結果

〇市独自の支援事務
　原発避難者に対しては、特例事務や本市独自の支援を継続して行った。
〇情報提供の回数
　本市からの自主避難者に対しては、毎月広報誌等の送付を行い、本市の情報提供を継続して行った。
　また、福島県生活再建支援拠点や支援団体にも情報提供を行い、連携を図ることで、全国的な支援を実
施した。

〇本市からの自主避難終了者数
　自主避難終了者数は年々増加している。これは、毎月の情報提供や電話での相談対応の継続によ
り、本市への帰還が促進されたことによる。また、県や避難先自治体・支援団体への情報提供によっ
て連携を図り、避難先での定住希望者に対して生活再建を支援することも、避難終了の届け出に結び
ついた。

活動指標分析結果 成果指標分析結果
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